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修士論文要旨
問題と目的
　職場のメンタルヘルス対策では，組織アプローチの１次
予防策として，「参加型」職場改善プログラムが行われてい
る。「参加型」職場改善プログラムに関して，Kobayashi, et 
al.（2008），杉原（2011）の介入プログラムがある。Kobayashi, 
et al.（2008），杉原（2011）の研究では，プログラムを実施
する前に上司に話し合う内容についてヒアリングすること，
話し合って決めた取り組みを実行する際に上司の承認を得
ることを行っている。これらを行うことにより，プログラム
を円滑に進められる一方で，上司の判断による影響が大き
く，評価懸念や同調圧力が生じやすいと考えられる。
　したがって，本研究では，Sandra, et al.（2007,2009），
Wendy, et al.（2010）の上司と一般職員といった立場が異
なる人同士を同じ立場で扱う工夫を採用した，同じ職場に
所属するメンバーで構成されたグループによる「参加型」
コミュニケーション改善プログラムを作成し，ストレス低
減効果を検討した。
方法
研究協力者　某地方自治体で働く職員28名（男性25名，女
性３名，平均勤続年数16.07±11.64年）を対象。
測定指標　（１）デモグラフィックデータ，（２）ストレス
反応：NIOSH職業性ストレス調査票（原谷ら, 2004）に
含まれる「職務満足度」（４項目），「抑うつ」（20項目），「身
体的自覚症状」（17項目）を使用，（３）集団の目標に対す
るメンバーの方向づけの曖昧さ：NIOSH職業性ストレス
調査票（原谷ら,2004）に含まれる役割葛藤・役割曖昧さ
（14項目）を使用，（４）集団への参加レベル：手続き的公
正尺度（本間・本多ハワード，1998）を使用，（５）グルー
プ内の対人関係：NIOSH職業性ストレス調査票（原谷ら,
2004）に含まれるグループ内対人葛藤（８項目）を使用，
（６）職場でのコミュニケーションに対する主観的評価，
（７）コミュニケーション改善プログラムの評価
手続き　Baseline調査を実施し，Baseline調査から２週間
後にPre調査を実施した後，介入プログラム（全２回：１
回目を実施した１週間後に２回目を実施）に参加しても
らった。プログラム終了時にPost調査を実施した。Follow-
up調査は介入プログラム終了１ヶ月後に実施した。
プログラムの内容　本研究では，某地方自治体において職
場におけるコミュニケーション改善するための介入プログ
ラムを２回に分けて，１回目はStep １～Step ５を行い，２
回目（１回目の介入の１週間後）はStep ６を実施した。介
入プログラムでは，グループディスカッションやグループ
ワークなどを取り入れた参加型学習を行った。
結果
　参加者全体において介入プログラムがどのような影響を
与えたのか検討するために，時期を独立変数，役割葛藤・
役割曖昧さ，手続き的公正の合計得点と４下位尺度，グルー
プ内対人葛藤，職場のコミュニケーションに対する主観的
な評価（職場における相談，日常的な会話，相手の発言に
対する理解度），ストレス反応それぞれを従属変数とする１
要因分散分析を行った。
　その結果，グループ内対人葛藤において有意差がみられ
（F（3,69）=2.82,p<.05），Bonferroni法による下位検定の
結果，グループ内対人葛藤はBaseline期と比較してPost期
の得点が低い傾向にあった（p<.10）。
　次に，職場のコミュニケーションに対する主観的な評価の
「職場における相談」において有意差がみられ（F（3,69）=3.61,
p<.05），Bonferroni法による下位検定の結果，「職場における相
談」はBaseline期と比較してPost期の得点が高かった（p<.05）。
　さらに，ストレス反応において有意差がみられ（F（1.98,
45.46）=5.22,p<.01），Bonferroni法による下位検定の結果，ス
トレス反応はPre期と比較してPost期の得点が低く（p<.05），
Baseline期と比較してFollow-up期の得点が低かった（p<.05）。
考察
　介入プログラムの参加を通じて，同じ部署内のメンバー
間で関係性が良好になること，職場の人と悩みや困り事を気
軽に話すことができるといったコミュニケーションが促進
されること，さらにはストレスを低減させることにおいては
改善効果が認められた。また，感想アンケートから，職場内
のメンバー間の関係性に焦点を当てたコミュニケーション
改善プログラムの内容は，企業や組織で働く人にとって有用
であり，社会的妥当性が認められたと考えられる。
　以上のことから，職場内のコミュニケーションや助け合
いを促進し，ひいてはメンタルヘルス問題の予防・維持に
繋がり，個人や組織の活性化に向けての支援の一助になる
と考えられた。
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